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茨城県内
4日	 	茨城県によれば、2023年度の茨城県農産物及び

加工食品の輸出金額（県事業等を通じて関与・
支援した事業者などへの聞き取り調査）は、42
億3,591万円と前年に比べ約41％の増加、過去最
高額を更新

5日	 	厚生労働省によれば、茨城県の2023年出生数は
14,898人と前年に比べ▲1,007人の減少、合計特
殊出生率は1.22と同▲0.05ポイントの低下（全国
は出生数が72万7,277人、合計特殊出生率が1.20。
合計特殊出生率が最も低いのは東京都で0.99と全
国で唯一1.00を下回る）

7日	 	経済産業省「工場立地動向調査」によれば、茨
城県における2023年工場立地件数は75件と前年
に比べ＋15件の増加で全国1位（全国は同745件、
▲177件）、県外企業立地件数は47件（同＋7件）
と7年連続で1位を記録

10日	 	関東鉄道株式会社は、鉄道旅客運賃の変更認可
を国土交通省関東運輸局に申請、同社が運営す
る常総線及び竜ヶ崎線で、2024年10月1日から平
均＋6.4％の運賃引き上げを予定

21日	 	茨城県は、「茨城ベンチャートライアル優良商品
等創出事業者認定制度」の第1回認定事業者9社
を発表、優れた商品やサービスを提供する県内
ベンチャー企業を認定し、県との随意契約によ
る商品等の活用及び普及拡大を図る

24日	 	国土交通省	常陸河川国道事務所は、「（仮称）鹿
行南部道路検討委員会」を開催、東関東自動車
道水戸線潮来IC周辺から鹿島臨海工業地帯波崎
地区工業団地周辺までを結ぶ（仮称）鹿行南部
道路の整備に係る基本方針を策定

27日	 	茨城県は、県内海水浴場の水質調査結果を公表、
調査対象16か所すべての海水浴場で、国が定め
る海水浴場としての水質に適合、国の水質判定
基準におけるA判定が6か所、B判定が10か所

28日	 	茨城県によれば、茨城県の一般行政職（管理職
等以外）の期末・勤勉手当の平均支給額（2024
年6月支給分、平均年齢37.42歳）は65万9,675円
と前年に比べ＋2.14％の増加

28日	 	茨城労働局によれば、茨城県内における2023年
度のハローワークを通じた障害者の就職件数は
2,548件、前年に比べ＋8.8％と3年連続で増加し
過去最高を更新、就職率は53.6％と同＋2.6ポイ
ントの上昇

国内・国外
6日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を4.25％、

中央銀行預金金利を3.75％にそれぞれ0.25％ポイ
ント引下げ

７日	 	総務省「通信利用動向調査」（2023年8月末時点）
によれば、企業におけるテレワークの導入割合
は49.9％（前年51.7％）、クラウドサービスの利
用割合は77.7％（同72.2％）、IoT・AI等のシステ
ム・サービスの導入割合は16.9％（同13.5％）

12日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を5.25～5.50％で
据え置くことを決定

12日	 	世界経済フォーラムは、男女平等の実現度合い
を示す「ジェンダーギャップ指数」（2024年版）
を公表。日本は146か国中118位と前年（125位）
から順位が上昇、「経済」（120位）、「教育」（72位）、
「健康」（58位）、「政治」（113位）と、経済・政
治分野で男女平等に遅れ

14日	 	日本銀行は、政策金利である無担保コールレート
（オーバーナイト物）を0～0.1％程度で推移する
よう促す現状の金融政策を維持することを決定。
また、長期国債の買入れの減額を決定、今後1～
2年の減額計画を7月会合で決定

21日	 	政府は、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太
の方針）2024」、「新しい資本主義のグランドデ
ザイン及び実行計画2024年改訂版」を閣議決定。
骨太の方針では、国・地方の基礎的財政収支（プ
ライマリーバランス）の2025年度黒字化目標を3
年振りに明記

21日	 	気象庁は、関東甲信地方で梅雨入りしたと発表、
平年に比べ14日遅い梅雨入り

27日	 	内閣府は、6月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「このところ足踏みもみられるが、緩やかに
回復している」と判断を据え置き

27日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2024年3月末）は2,199
兆円と前年同期に比べ＋7.1％の増加。現金・預
金が同＋1.1％、株式等が同＋33.7％、投資信託
が同＋31.5％の増加

27日	 	厚生労働省によれば、2023年度の国民年金保険
料最終納付率（21年度分保険料）は83.1％と前年
度に比べ＋2.4ポイントの上昇、11年連続で改善

経済トピックス　2024年 6月 経済情報ピックアップ
経済産業省「工場立地動向調査」（2023年）の結果について
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注：2023年については、新潟県・富山県・石川県・福井県の「令和6年能登半島地震」
に係る災害救助法が適用される市町村については調査を延期しているため未集計。

出所：経済産業省「工場立地動向調査」より当社作成
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立地（新規・拡充）を検討する企業等からの問い合わせ

注：2023年8月～9月において、都道府県・政令市を対象として経済産業省が実施した
アンケート。企業進出に対する46道府県・20政令市からの回答を集計。 

出所：経済産業省「第20回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会」

工場立地件数 産業用地に関する都道府県・政令市アンケート

6月7日、経済産業省「工場立地動向調査」の2023年結
果が公表されました。同調査は、工場または研究所を建
設する目的に1,000㎡以上の用地を取得した事業者を対象
として集計しています。なお、新潟・富山・石川・福井
県で「令和６年能登半島地震」に係る災害救助法が適用さ
れる市町村は調査を延期しているため、今回の結果には
含まれていません。以下では、ポイントについて説明し
ます。

まず、全国における2023年の工場立地件数は、745件
と前年に比べ177件減少したものの、立地面積は1,451ha
と同171ha増加しました。

立地面積を業種別にみると、電子部品・デバイスが
167haと同139haの大幅な増加となっています。電子部品・
デバイスに含まれる半導体は、現在のデジタル社会にお
ける国際戦略物資として重要度が高まっています。その
ため、安全保障上の観点からも、自国で半導体の生産・
供給体制を構築する動きが世界的に強まっています。６
月21日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方
針2024」（骨太方針）でも、今後の経済社会を支える、先端・
次世代半導体やデータセンター等の国内生産拠点の整備、 
研究開発の支援を掲げています。

また、電気自動車の開発拠点の整備や社会情勢の変化
に伴うグローバルサプライチェーンの見直しなどを背景
に、企業による国内での設備投資が進んでいることも工
場立地につながっています。

一方、経済産業省の自治体への調査によれば、高まる
企業の用地取得ニーズに対して、産業用地の確保ができ
ていないという課題も出ています。

次に、茨城県における工場立地件数は、75件と3年振

りに全国1位を記録しました。また、立地面積は165haと
全国2位、県外企業立地件数は47件と7年連続全国1位で、
全国でもトップクラスの工場立地が続いています。

茨城県では、東京圏への近接性や高速道路の利便性、
県独自の優遇制度、東京圏に比べて割安で広大な用地取
得などの優位性を活かし、企業誘致活動に取り組んでい
ます。

業種別の立地件数では、金属製品（14 件）が最も多く、
次いで、化学（10件）、生産用機械器具（8件）、プラスチッ
ク製品（8件）が続いています。茨城県の産業構造をみると、
全国に比べて製造業のウエイトが高いのが特徴であり、
近年は幅広い業種の工場立地が進んでいます。

今回立地した主な企業をみると、約20年振りとなる県
施行による産業用地「圏央道インターパークつくばみら
い」での工場立地が目立ちました。食料品製造大手である
日清食品株式会社の同社国内最大規模の生産拠点建設を
はじめ、空調機製造大手であるダイキン工業株式会社や
農業機械製造大手である株式会社クボタなどが新工場を
建設しています。

また、茨城県では、ひたちなか市の「常陸那珂工業団地」
で隣接する国有地に拡張地区を開発しているほか、坂東
市の「フロンティアパーク坂東」の造成も進んでいるなど、
企業からの用地取得ニーズに応えていることも企業誘致
につながっていると考えられます。

また、立地件数を地域別にみると、東京圏への近接性
や交通利便性に強みをもつ県南・県西地域で約6割を占
めています。一方、県北・県央地域についても、このと
ころ半導体など次世代を担う産業の集積が進んでいます。

（筑波総研　上席研究員　山田　浩司）
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